






































































































































































































































































注：（1）‌各開港場に続くカッコ内は、「居留地」面積‌（1888 年当時、ただし、「内外人雑居地」を除く）．単位は 1.000 坪．‌
未満を四捨五入．

















































































































































































































































































































































































questions─ in─ regard─ to─ rights,─wheather─ of─
property─ or─ person,arising─ between─British─
subjects─ in─ the─dominions─of─His─Majesty─ the─




























































in─ Council,─ providing─ prospectively─ for─ the─
exercise─of─Power─and─Jurisdiction─over─British─























































































































































































































































2 日 に は、21 ＆22Vict.c.93（An─Act─to─enable─
persons─to─establish─Legitimacy─and─the─Validity─













































































































































































































































































































































































































































Kaiserl .─ Deutschen─ Consularbehörden─ zu─
gewährenden─Schützes─ im─Türkischen─Reiche─



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ラント雖モ近時ニ至テハ学者中此仮想ヲ主張スル







4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
約束スルヲ要ス若シ条約ヲ結フニ至ラスシテ本条
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ノ規則ニ従ヒ婚姻ヲ為シタルトキハ其婚姻ハ如何
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ナル効力ヲ有スヘキカ我国ニ於テハ勿論有効ナリ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ト雖モ外国ニ於テハ之ヲ無効ト為サヽル可ラス故
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ニ其婚姻ニ拘ラス更ニ他人ト婚姻ヲ為スモ妨ケ勿


































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ト私共ハ解シテ居リマス
























































































































































































































































4 4 4 4
クハ法權ニ影響ヲ及ボシマスル如キ場合ハ悉ク例外ヲ設ケマシタ





























わが国の裁判所が外国法を適用することは ( 恐らく領事裁判所におけるように ) 日本の主権に反するので、ただそれに「依る」にす
ぎないが、やむを得ず準拠法としているのであって、日本の裁判所では日本の法律によりたい。したがって、なるべく外国法による
範囲を狭くする方法として反致があるという。前提として、諸国の法律の抵触を避けるために、成るべく、諸国立法例の共通の主義
を採るが、日本に不利益な結果が出る場合には、例外をもうける、まして準拠される本国法が日本法によるとしておれば、それに従
えば、多くの本国法が準拠法となることを避けることができる、と考えるのである。
	 「此第二十九條ハ所謂判知法…デアッテ、例［ニ］擧ゲ［ラレタ］…場合…、亜米利加法ニ據ッテ定ムベキモノデアル、亜米利加ハ
住所主義ヲ執ッテ居ル、日本法ニ據ッテ宜シイト書イテアル、斯ノ如キ場合ニ御説ノ通リ判知法デ認メナクテモ宜シウゴザイマスガ、
成ルベクハ日本ノ裁判所デハ日本ノ法律ニ依リタイ…、外國ノ法律ヲ準據法ト致スノハ、巳ムヲ得ナイノデ、向フニ日本ノ法律ニ依ッ
テ宜イト云フノデアレバ、態〃外國ノ法ヲ調ベテ、サウシテ裁判ヲ下サナクテモ、…其方ガ簡便デモアリ、且外國法ヲ準據法トスルハ、
國ノ交際上人民ノ交際上、巳ムヲ得ザルニ出タコトデ…其範囲ヲ成ルベク狭クスルト云フコトカラシテ、第二十九條ノ規定ヲ認メタ
…」（『第12回帝国議会衆議院法例修正案外四件審査特別委員會速記録』（第2号）明治31年5月26日）（［　］内は筆者）。
75）	現代の欧州評議会の目的は、「人権・民主主義・法の支配の分野で国際社会の基準策定を主導すること」であり、法整備支援の目的
が「良き統治」の実現であり、人権・民主主義・法の支配が政策理念であることを考えると、欧米モデルが現代なおグローバル・ス
タンダードであることが分かる。
